
北海道告示第10170号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げる

職にある者に委任する。

令和８年２月12日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その38）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 原子力災害医療運営費 原子力災害特別 原子力災害医療関係者に対す 10分の10以内 保福第1の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 １部

補助金 措置法に定められ る研修会の開催や訓練、マニュ 保福第1の14号様式 保福第1の29号様式 提出期限 別に指示す

原子力災害拠点病院で た原子力災害対策 アル策定等に係る経費（給料、 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 る日

ある北海道大学病院及び 指針に基づく原子 共済費、賃金、報償費、旅費、 保福第1の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

札幌医科大学附属病院の 力災害拠点病院 需用費、役務費、使用料及び賃 保福第1の32号様式 地域医療推

機能強化に必要な運営に 借料等） 別に指示する様式 進局地域医

要する経費を補助するこ 原子力災害医療資機材の維持 療課

とによって、原子力防災 運用管理に係る経費（給料、共

対策の一層の充実・強化 済費、賃金、報償費、旅費、需

を図ることを目的として、 用費、役務費、使用料及び賃借

予算の範囲内で補助する。 料等）

２ 搬送困難事例受入医療機 地方公共団体ま 搬送困難事例受入医療機関支援 ３分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

関支援事業費補助金 たは地方公共団体 事業に必要な職員基本給、職員諸 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

長時間搬送先が決まらな の長の要請を受け 手当、非常勤職員手当、諸謝金、 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

い救急患者を必ず受け入れ た医療機関の開設 報償費、旅費、備品費（医療機器 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第494号様式 提 出 先 保健福祉部

る医療機関を確保すること 者が整備、運営す 等）、消耗品費、通信運搬費、光 ときは、補助金 保福第１の32号様式 保福第495号様式 地域医療推

により、救急搬送困難事例 る第二次救急医療 熱水料、借料及び損料、社会保険 等の額の算定に （申請者が市町村の 別に指示する様式 進局地域医

の解消を図り、地域におけ 機関（精神科単科 料、雑役務費、自動車維持費、燃 当たり、診療収 場合は除く。） 療課

る円滑な救急搬送受入体勢 医療機関を除く｡） 料費、空床確保経費（1日当たり 入額及び当該寄 保福第492号様式

を構築するため、予算の で長時間搬送先が 入院患者収益×事業日数×空床 附金その他の収 保福第493号様式

範囲内で補助する。 決まらない救急患 数） 入金の控除等を 別に指示する様式

者を受け入れる医 行う。）



療機関であって、

消防法第３５条の

５第２項第６号に

規定された傷病者

の受け入れに関す

る消防機関と医療

機関との間の合意

を形成するための

基準により、明確

に位置付けられた

第二次救急医療機

関

３ 社会福祉施設整備事業 社会福祉法人等 １ 本体工事費 ４分の３以内 保福第１の18号様式 保福第1の31号様式 提出部数 １部 総合振興局長

(障がい福祉施設等) 施設の整備（施設の整備と 保福第１の20号様式 保福第４号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

障害者の日常生活及び 一体的に整備するものであっ （寄附金その他 保福第３号様式 保福第６号様式 る日

社会生活を総合的に支援 て、知事が必要と認めた整備 の収入金がある 保福第５号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

するための法律（平成17 を含む。）に必要な工事費又 ときは、補助金 別に指示する様式 又は振興局

年法律第123号）、生活保 は工事請負費及び工事事務費 等の額の算定に の保健環境

護法（昭和25年法律第144 （工事施工のため直接必要な 当たり、当該寄 部社会福祉

号）及び社会福祉法（昭 事務に要する費用であって、 附金その他の収 課

和26年法律第45号）に基 旅費、消耗品費、通信運搬費、 入金の控除等を

づく社会福祉施設等の整 印刷製本費及び設計監督料等 行う。）

備を行うことにより、社 をいい、その額は、工事費又

会福祉施設入所者等の福 は工事請負費の2.6％に相当す

祉向上を図るため、予算 る額を限度とする。以下同

の範囲内において補助す じ。）。

る。 ただし、別の負担（補助）

金又は本欄の他の工事費にお

いて別途補助対象とする費用

を除き（以下同じ）、工事費

又は工事請負費には、これと

同等と認められる委託費、分

担金及び適当と認められる購

入費等を含む（以下同じ。）。



２ 解体撤去工事費及び仮設施

設整備工事費

解体撤去に必要な工事費又

は工事請負費及び仮設施設整

備に必要な賃借料、工事費又

は工事請負費


